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大和市企業活動振興条例 

（目的） 

第１条 この条例は、企業活動の振興についての基本理念、市の責務、企業の役割及

び施策の基本となる事項を定めることにより、企業活動の振興に関する施策の総合

的な推進を図り、もって地域経済の発展及び市民生活の向上に寄与することを目的

とする。 

（定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 企業 営利を目的として本市に事業所を設け、又は設けようとする法人又は個

人をいう。 

(2) 立地 企業が、市内において固定資産の取得又は賃借（以下「取得等」とい

う。）をして新設、増設、移設、建替え又は設備投資をすることをいう。 

(3) 新設 市内に事業所を有しない企業が、市内において新たに操業を開始するこ

とをいう。 

 (4) 増設 市内に事業所を有する企業が、事業の拡大を図る目的で事業所の範囲を

広げることをいう。 

 (5) 移設 市内に事業所を有する企業が、事業の拡大を図る目的で既存の事業所を

市内の別の場所に移転することをいう。 

 (6) 建替え 市内で事業所を有する企業が、事業の拡大を図る目的で既存の事業所

を同一敷地内で建て替えることをいう。 

 (7) 設備投資 市内で事業所を有する企業が、事業の拡大を図る目的で事業所の設

備を拡大し、又は更新することをいう。 

 (8) 投下資本額 企業が立地をするために要した費用の総額から国、他の地方公共

団体その他公共的団体からの補助金として交付される額を控除したものをいう。 

（基本理念） 

第３条 企業活動の振興は、次に掲げる事項を基本理念として行うものとする。 

(1) 企業活動が地域社会において重要な役割を果たしていることに鑑み、市内企業

の操業継続並びに本市の特性を生かした企業の誘致及び創業が推進されること。 
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(2) 企業における働きやすい職場づくり及び従業員の健康づくり並びに地域貢献の

取組が推進されること。 

(3) 企業及び市が協力し、連携して行われること。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、企

業活動の振興に関する施策を総合的に推進しなければならない。 

２ 市は、前項の施策の推進に当たっては、本市の特性を踏まえるとともに、企業、

国、他の地方公共団体、関係団体、市民等と協力しなければならない。 

（企業の役割） 

第５条 企業は、基本理念にのっとり、経営基盤の強化及び就業環境の改善に努める

ものとする。 

２ 企業は、市が実施する企業活動の振興に係る施策に協力するよう努めるものとす

る。 

３ 企業は、周辺地域との調和を図り、災害時の対応等、市民が安全で安心して暮ら

すことができる地域社会の実現に寄与するよう努めるものとする。 

（奨励措置） 

第６条 市長は、企業活動の振興を図るため、次条の要件を満たす企業に対し、奨励

措置として予算の範囲内において奨励金を交付するものとする。この場合におい

て、次項第１号から第３号までに掲げる奨励金は、５年以内に分割して交付するこ

とができる。 

２ 前項の奨励金の対象及び内容は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

るとおりとする。 

(1) 新規立地奨励金 新設する企業に対して交付するもの 

(2) 事業拡大奨励金 第８条の規定による事業計画の提出時点において、市内にお

いて継続して３年以上事業を行っている企業であって、増設、移設又は建替えを

行うものに対して交付するもの 

(3) 設備投資奨励金 第８条の規定による事業計画の提出時点において、市内にお

いて継続して３年以上事業を行っている企業であって、設備投資を行うものに対

して交付するもの 
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(4) 投資促進奨励金 前３号に掲げるいずれかの奨励金の交付を受けた企業に対し

て当該企業が新規に取得した当該立地に係る固定資産（土地を除く。）に課せられ

る固定資産税及び家屋に課せられる都市計画税それぞれの相当額を合算した額に

応じて交付するもの 

(5) 賃貸オフィスビル等入居奨励金 市内の賃貸オフィスビル等のうち、床面積 

１，０００平方メートル以上を新たに賃借する企業であって、１年以上当該賃貸

オフィスビル等で事業を行ったものに対して交付するもの 

(6) 健康企業奨励金 第８条の規定による事業計画の提出時点において、市内にお

いて継続して３年以上事業を行っている企業であって、社員の健康増進に取り組

んでいるとして市長が認定したものに対して交付するもの 

３ 前項の奨励金の算定基準、上限額等は、別表のとおりとする。 

（奨励措置を受けることができる企業の要件） 

第７条 前条の奨励措置を受けることができる企業の要件は、次に掲げるとおりとす

る。 

(1) 次のいずれかの事業を行う企業であること。 

 ア 製造業（統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基

準である日本標準産業分類（以下「日本標準産業分類」という。）に掲げる大分

類Ｅに分類されている事業をいう。） 

イ 情報通信業（日本標準産業分類に掲げる大分類Ｇに分類されている事業をい

う。） 

ウ 自然科学研究所（日本標準産業分類に掲げる小分類７１１に分類されている

事業をいう。） 

(2) 投下資本額が 10,000,000 円以上であること（前条第２項第５号及び第６号に掲

げる奨励金を除く。）。 

(3) 国税、都道府県税及び市町村税の滞納がないこと。 

（事業計画の認定） 

第８条 第６条の奨励措置を受けようとする企業は、あらかじめその対象となる事業

に係る計画（以下「事業計画」という。）を市長に提出し、その認定を受けなければ

ならない。 
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２ 市長は、前項の提出があったときはその内容を審査し、認定の適否を決定すると

ともに、その旨を当該企業に通知するものとする。 

３ 前２項の規定により認定を受けた企業（以下「認定企業」という。）は、速やかに

事業計画に係る事業に着手しなければならない。 

（操業継続義務） 

第９条 認定企業は、奨励金の交付を受けた日（第６条第１項後段の規定により、奨

励金を分割して交付することとした場合は、最後に交付された日。次条において

「交付日」という。）から５年以上市内において操業を継続しなければならない。た

だし、市長がやむを得ないと認める場合はこの限りでない。 

（認定の取消し等） 

第１０条 市長は、認定企業が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その

認定を取り消すことができる。 

(1) 第７条の要件を満たさなくなったとき。 

(2) 第８条の認定を受けるに当たり、虚偽又は不正な行為が明らかになったとき。 

(3) 交付日から５年を経過する前に当該事業の廃止又は市外への移転が確認された

とき（前条ただし書の場合を除く。）。 

(4) 重大な法令違反又は社会的な信用を著しく損なう行為をしたと市長が認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により認定を取り消した企業に対し、既に交付した奨励金の

全部又は一部を返還させることができる。 

（委任） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年条例第８号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第６条第２項第４号、第７条第２号及び別表の規定は、この条例の施行

の日以後に事業計画を提出した事業に係る奨励金について適用し、同日前に事業計画

を提出した事業に係る奨励金については、なお従前の例による。  
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別表（第６条関係） 

奨励金の種類 算定基準 上限額 期間等 

(1) 新規立地

奨励金 

 

新規取得した固定資産

（土地を除く。）の固定

資産税及び都市計画税

の見込額に６（ロボッ

ト産業にあっては、12）

を乗じて得た額 

１００，０００，０００円 １回 

(2) 事業拡大

奨励金 

 

１００，０００，０００円 都度 

(3) 設備投資

奨励金 

５０，０００，０００円 都度 

(4) 投資促進

奨励金 

新規取得した固定資産

（土地を除く。）の固定

資産税及び都市計画税

の２分の１ 

 取得後

最初の

課税か

ら３年

度分 

(5) 賃貸オフ

ィスビル等

入居奨励金 

賃料の２分の１ 月額５００，０００円 

（年額による賃貸借契約の場合

は、年額６，０００，０００円） 

１回

（１年

間分） 

(6) 健康企業

奨励金 

 １，０００，０００円 １回 

備考 

１ この表において「ロボット産業」とは、ロボットの生産に係る産業で、規則で

定めるものをいう。 

２ 第１号から第３号までに掲げる奨励金の上限額は、ロボット産業にあっては、

当該上限額に２を乗じて得た額とする。 

 

 

 

 

 

 


